


















































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































5９アメリカの焚期ケアにおける利用者の権利とその実現（二 ｊ ｛－工 九大法学73号５８
にナーシングホーム入所打に関する迎郎社会保陀状、州法の脱走においては、利川者の椛利が明示的に列挙されて
いることである。こうした椛利のカタログは、利用者と提供者の双方に利用者の権利についての認識を促す機能を
有している。そしていくつかの州法の場合には、こうした権利のカタログに一定の司法的な効力が付与されており、
利用者自身のイニシアティブにより権利の実現を果たすことが重視されている。
第一一に長期ケア利用者の権利は、ナーシングホームや在宅ケア機関などのサービス提供機関に対する権利とし
てとらえられていることである。これは長期ケアの給付関係が、基本的に利用者と長期ケアの提供機関との契約関
係にもとづいていることによる。このため、長期ケアの利用者に対する法的保護は、民間の提供機関に対する規制
という形式をとってあらわれるのであり、この点において消費者保護との共通性を有している。特に長期ケアの提
供機関が提示する契約内容について一定の規制が加えられている点にこのことは強くあらわれている。
第一一一に、こうした利用者の権利の実現が多元的に図られていることが指摘できる。連邦法、州法上の権利規定の
中には、制定法違反それ自体にもとづき訴訟を提起することが可能なものも存在する。しかし、連邦法上の権利規
定の民事的請求権が判例上認められないケースが多かったために、これを克服する手段として、消費者保護法をは
じめさまざまな法規を活用することが試みられており、これは一定の成果を生み出している。さらに重要なことは、
（１） 
行政機関の苦情処理や長期ケアオンブズマンなどの訴訊餡以外の救済手段によって、利用者の権利の実現が図られて
本稿が検討の対象とした長期ケアの利用者の諸権利は、メディヶア・メディケイドの償還を受けるサービス提供
機関が辿守すべき基準の一部として定められているものであり、施設や在宅ケア提供機関が提供すべき給付内容の
指針、サービスの提供者が配慮すべき行為規範を示したものである。しかしながら、その内容については、利用者
い
る
こ
と
で
あ
る
。
アメリカの長期ケアにおける利用者の権利の特徴として次の点が指摘できる。まず第一に長期ケアの利用者、特
（蛆）三。富の一ｍ・盲の庁の『》ト侭貝⑭（９．コご誉トミ侭‐息ミ＆忌○ミミ昌言ミコベ閃ミミ》圏Ｐ両勇三・頭。こいロ両国》←］函》←］①（』し忠）・
（蛆）西］日口Ｐ②愚冒ロ・【の異口三画・アメリカ高齢者法の規定によれば、オンブズマンには適切な法律上の助言を入手することが
可能であること、入所者の健康、安全、福祉、諸権利の保護のために必要な助言と相談を与えること、オンブズマンとオンブ
ズマン事務所の代表が公的な義務を果たす際にその援助が可能であることなどが州政府に求められている。しかし、オンブズ
マン自身が訴訟の援助を行うこどは、苦情の調停者としての役割を阻害する。そこで他の法律家を利用する方法として、州政
府内の司法長官（シヰ・曰のご○のロの日｝）への通告、オンブズマン事務所内への法律専門家の配置、外部の法律家への委託があげ
られている。Ｐ・円一○言の己陣三○宮の」のＯ宮の（の『》ト侭貝⑭〈弓三ご言いＳ愚‐弓§Ｓ恩○三量房ミミコベ閃冒員忽ご§辱§
トロ愚『》囚函ｎＦ向ショニの出○この両両向く。①』「》臼①ロ＠℃←）・
（“）アメリカにおける患者の権利擁護活動の実態については、精神病院に関するものではあるが、次の文献が詳しい。木村朋子
「アメリカの精神科患者権利擁護プログラムと当事者活動」季刊福祉労働六四号一一一一五頁以下、六五号一三一頁以下（一九九
＝■、戸口へ〆～〆■へ〆■、
４３４２４１４０３９ 
、－〆、－〆、－〆、－、－〆
〆￣､〆－，
４６４５ 
，－〆、■〆 を目的としている。色ご・の．◎・宰宙つ畠Ｉ舌留の①・
色ご・の．○・宙Ｓｍ、（ロ）（い）（国）（Ｏ）（固）・
穴ｍｂｐの震已冒ロ。（のＥ》貝］四囲．
四年）。
お
わ
り
に
ｌ
長
期
ケ
ア
利
用
者
の
権
利
の
構
造
壷ｐ．ｍ．Ｏ・宙宗、、（、）．
含□・の．●・宙つ田］一勺のどの一○℃のシ・出○日日の｜》閃吾已ｓ宛（、岑冴」＆ごＣｓ〔ご》＄０局アョヱＣ頭○この向幻向く。①召一ヨー（］毛⑰）
皀冒。］の缶『の口鈩、のロＯ］。ご少、旨、》○一Ｑの『ショのユ８コのｍの『く－，のの〈巴①①）．
ｮ可
6１アメリカの長期ケアにおける利用者の権利とその実現（二.完） 九大法学73号６０
（５） 
わが国においてｊ、介護保険法とこれにもとづく契約方式の導入により、民間のサービス提供者を通して介護サー
ビスが給付される際には、提供者と利用者の関係は契約が基本となるのであり、この点で福祉サービスの利用者は
一般の消費者と共通した側面を有している。今後、わが国でも民間事業者によるサービス供給の増加にともない、
給付の提供前の情報提供義務、サービスの適正な品質・安全性の確保をどのように福祉サービスの利用者の権利保
（６） 
護を利用契約関係の側面からしこらえることの意義は大きくなると思われる。従来の受給権保護の観点からのアプロ
（７） 
－チに加えて、利用者の権利保障が消費者保護的な側面からのアプローチとどこまで土〈通するのかについて、私法
｛Ｈ｝ 
上の規範的意義と照ら’し合わせて確定することは今後検討すべき課題であると考える。また利用者の権利の実現と
いう点からみるならば、消費者としての法的側面を確認するだけでは不十分である。民間事業者に対する行政の監
督、オンブズマン、アドボカシーといった手段の組み合わせにより、現実の給付過程において利用者の権利がいか
なる方法で実現されるかについてさらに検討する必要がある。
の質、
なる。 つい
て
力
岨
へ
Ｌ
刈
卜
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う
り
利
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に
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川
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定
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ら
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の
（４） 
ｈ汎鮒牝絶し’しての趣味か強く、司法上の効力をもつことまでは予定されていないと考えるのが適当であろう。こう
した弱い規範性は裁判所の解釈に限界があるというよりも、長期ケアの給付内容について広範な指針を示すという
連邦法の規定の性質にもとづいている。裁判所による救済ではくみつくすことのできないこうした規定（とくにケア
の質、生活の質）の実現については、本稿の後半で検討したような行政機関による監督、監査といった手段が必要と
まず第一に契約法との連続性の強い権利があげられる。とりわけ契約の締結又は解除に関連するものがこれにあ
たる。たとえば契約締結にあたっての提供機関の情報提供義務、給付内容・利用者の権利についての告知義務、不
当な契約内容についての規制、契約の解除事由の制限（施設からの不当な退所及び移送の禁止）などである。契約の締
結に相当する場面では、提供機関に対して利用者は劣位に置かれるために、利用者保護の要請が強く働く。しかし
ながら、連邦法の規定は一定の指針を示すという間接的な効力しかもたないため、こうした規定の司法的実現にあ
たっては、しばしば州の消費者保護法あるいはコモンロー上の原則が援用されている。他方、契約の解除に相当す
る施設からの移送及び退所に関しては、長期ケアの給付の終了が利用者に深刻な影響をもたらすために、連邦法上
も移送及び退所の理由を限定し、専門の聴聞機関を設置するなど司法的な規制と比べても強い規制が行われている。
次に給付の内容に関わる権利として、ケアの提供過程における利用者の財産の保護、利用者に対する虐待・拘束
の禁止、プライバシーの保護などが私法との連続性の強い権利としてあげることができる。これらは給付の中心と
なるケアの提供（ナーシングホームの場合にはこれに加えて住居、食事の提供など）に付随したサービス提供者の義務と
とらえることが可能であり、連邦法上の規定についても私法に内在する規範を長期ケアの利用関係に即して表現し
直したものとみなすことができる。これらの権利については、要件も明確であるために比較的裁判所の判断にもな
（２） 
なる。
と提供機関の間の関係を規律する性質を持つものであるために、すでに述べたように私法的な関係との連続性を有
している。ここで利用者の権利と私法との共通点と相違を把握するためにあえて分類を試みれば次のようなものと
（３） 
じ
み
や
す
い
ｊ
Ｕ
の
と
考
え
ら
れ
る
。
肢後に、ナーシングホームに関する連邦法には、利用者が自己決定の尊重を受ける権利、ケアの質・生活の質に
（１）消費者保護法以外にも、刑事的民事訴訟（□巳日日四ｓ○二）、犯罪組織浸透防止枝（西ｎｏ）をⅢいた訴訟の〃法が脱かれて

